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１ 前年度指摘事項等に対する措置等 

 

（１）指摘事項    該当なし 

 

（２）監査意見    該当なし 

 

（３）決算審査意見  該当なし 

 

 

２ 前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況 
    

指  摘  事  項 措  置  て  ん  末 

避難所の生活の質向上の取組について（口頭指摘） 

 

近年、気候変動に伴う豪雨などの自然災害が頻発

化・激甚化する中、高齢者、障がい者など要配慮者

への対応だけでなく、子どもが幼い、あるいはペッ

ト同伴などの世帯が、周囲への遠慮から避難所生活

を忌避することのないよう、心理的側面を含めた適

切な避難行動に結び付けていくことが課題であり、

必要な資機材を必要な規模で配置するなど、避難所

の生活環境を整備することが重要であります。 

令和２年度においては、避難所の生活の質向上事

業により、市町村が指定する福祉避難所への段ボー

ルベッドやテント付マンホール対応トイレ等の整備

に対して支援されたほか、被災した県民への迅速な

備蓄品配送のため、県備蓄倉庫の機能強化が図られ

たところであります。 

一方、要配慮者などさまざまな事情がある方が避

難所生活を行う上では、そのニーズの多様さから、

あらゆる物資をあまねく避難所に装備することは極

めて困難であります。 

ついては、避難所環境をより一層向上させるため、

避難所間や市町村間などで物資を融通し合えるよう

な総合調整機能・体制を整えるとともに、資機材整

備と併せて、訓練機会などを通じた検証にも取り組

まれるべきであります。 

 

 

要配慮者を含めたあらゆる住民が躊躇なく避難

行動をとるためには、避難行動の改善だけでなく

避難所の生活環境を可能な限り良好に整備するこ

とも必要であることから、本事業により、市町村

が行う指定避難所及び福祉避難所の資機材整備等

を引き続き支援します。 

また、県と市町村では既に連携備蓄により県域

で必要備蓄品を確保しており、流通備蓄とも合わ

せ被災状況に応じて相互融通することとしていま

す。 

さらに、国の物資調達・輸送調整等支援システ

ムが構築されたことを受け、当該システムについ

て市町村との訓練における習熟等を通じて、円滑

な物資支援体制の構築を目指します。 

なお、県内だけで対応できないほどの大災害を

想定し、他県からの受援体制の充実も図っていき

ます。昨年度、岡山県に０次拠点を確保したとこ

ろであり、今後のコロナの感染状況をみながら、

災害時の物資供給オペレーション訓練も計画して

いきます 

 

３ 職員の定員、現員調べ 
 

          種 別 
  
区 分 

事務職員 技術職員 現業職員 合計 
備      考 

 

4.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

4.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

4.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

4.4.1 
現 在 

3.4.1 
現 在 

定   員    ９    ９   １   １   ０   ０  １０  １０  

現      員 
（２） 

１２ 

  （２） 

  １０ 

 （０）

０ 

 （０）

０ 

 （０） 

０ 

 （０）

０ 

（２） 

 １２ 

 （２） 

１０ 

徳島県へ派遣１名、 

徳島県から受入１名、 

人と防災未来センターへ 

派遣１名 

過 不 足(△)   ３   １  △１   △１    ０   ０   ２   ０  

臨 時 的 

任 用 職 員 
  ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０   ０  

会 計 年 度 

任 用 職 員 
  ２   ２   ０   ０   ０   ０   ２   ２ 事務２ 
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４ 役付職員の調べ                                                           

（令和４年８月１日現在） 

 職       名 氏     名 在 職 期 間 備    考  

危機管理局長 

兼原子力安全対策監 
水中 進一 

      年 

１ 

     月 

１ 
 

危機管理局副局長 

兼原子力安全監督官 
中越 康友 

 

０ 

 

４ 

定数外 

（消防庁から派遣） 

危機管理政策課長 福田 隆 
 

０ 

 

４  

課長補佐 黒見 恵子 
 

２ 

 

４ 
 

課長補佐 森岡 潤一 
 

０ 

 

６ 
 

課長補佐 前田 秀明 
 

  １ 

 

  ４ 
 

 

-2-



 

５ 主な事業に関する調べ 

                                       （単位：千円）       

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

鳥取県災害福祉支援センター設置

事業～災害時に備えた平時からの

福祉支援活動への体制強化～ 

14,428    14,428 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 大項目：２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 
中項目：（３）支え愛  小項目：④鳥取ならではの「防災文化づくり」 
ＳＤＧｓゴール：11 住み続けられるまちづくりを 

政策項目 安心新時代づくり 災害支援物資配送体制や支え愛マップ・福祉避難所 
・Ｎｅｔ１１９等を整備 

１ 事業の目的、概要 

○鳥取県西部地震から21年、鳥取県中部地震から5年を迎え、これまでの被災者支援等を踏まえ、全

国に先駆けて『鳥取県災害福祉支援センター』を県が設置（県社会福祉協議会内）し、災害ケース

マネジメント(※)を全県展開し、災害に強い地域づくりを進めるとともに、ＳＤＧｓの理念にもあ

る「誰一人取り残さない持続可能な地域社会づくり」に取り組む。 

  (※)被災者一人ひとりに寄り添い、個別の被災状況、生活状況を把握して、課題に応じた支援策を組み合

わせて計画を立て、連携して支援する取組 

○災害に備え平時からの体制整備を進めるとともに、発災後、被災市町村における被災者支援活動に

ついて、県内圏域等への広域支援の体制を整備する。 

○県民が「災害」について考え、地域における課題を自分のこととして捉え、そして、みんなが自分

の行動を起こす“力”を高めることで、地域福祉の向上につなげる仕組みづくりを進める。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

○センターの主な機能と実施の状況 

・災害ケースマネジメントの普及（啓発研修、普及に関する検討会） 

 →啓発研修の実施、市町村への個別説明の実施、普及検討会への参加 

・災害時において、地域での見守り活動や生活復興支援に取り組んだ経験のある団体等との連携 

 →中部地震の復興支援のためのボランティア活動を支援（活動に係る連絡調整等） 

・支え愛マップづくりに取り組む地域住民の防災活動への協力・支援 

 →地区の避難訓練への講師派遣等（湯梨浜町、境港市） 

・災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）(※)の組成と研修（基礎・スキルアップ研修、関係機関連絡会） 

  (※)発災後に避難所等で介護や相談、サービス利用の調整などの福祉的支援を行う小集団（県が派遣） 

 →ＤＷＡＴ登録者数管理（Ｒ３年度末登録者数：５２名） 

 →基礎研修（２回）、スキルアップ研修（１回）の実施 

・広域支援のための応援職員体制の整備（ＤＷＡＴ等派遣に関する応援、受援円滑化検討会） 

 →受入先となる避難所を設置する市町村を回りＤＷＡＴを周知するとともに、資機材を整備 

○専門職員の配置 

災害ケースマネジメントや要配慮者の避難生活移行の福祉等体制づくりに取り組む専門職員を配

置する。 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

  ・災害ケースマネジメント及びＤＷＡＴについて、関係機関を個別訪問しての説明、研修会の開催

等により、関係機関の理解が深まった。 

  ・災害ケースマネジメントについては、制度の社会実装（全県展開）に向けて、具体的な手順を記

した手引きを作成する等して、実施体制の整備を図っていく必要がある。 

  ・ＤＷＡＴについては、引き続き、登録者数の増加を図るほか、市町村が実施する避難所運営訓練

に参加する等して、練度向上と、住民への周知による円滑な活動環境の形成を図る必要がある。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

避難所の生活の質向上事業 1,069    1,069 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 大項目：２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 
中項目：（３）支え愛  小項目：④鳥取ならではの「防災文化づくり」 
ＳＤＧｓゴール：11 住み続けられるまちづくりを 

政策項目 安心新時代づくり 災害支援物資配送体制や支え愛マップ・福祉避難所 
・Ｎｅｔ１１９等を整備 

 

１ 事業の目的、概要 

  平成３０年７月豪雨において、事前避難の重要性を再認識させられたにもかかわらず、令和元年東

日本台風においても多くの住民が逃げ遅れることとなった。 

  令和元年東日本台風災害を受けて設置した鳥取県防災避難対策検討会においては、 

・ペットがいる、子供が小さい、障がいがある、寝たきり等により避難所に行くことができず、在

宅避難や車中避難を余儀なくされる人がいる。 

・「避難所の環境が良くない。避難所生活は辛いもの。」という認識が一般化している。 

・環境の悪い避難所生活、車中避難が避難者の健康を損なっている。（エコノミークラス症候群等） 

との指摘があった。 

  住民に避難行動を起こさせるとともに、避難所で災害関連死を発生させないためには、これらの課

題を解決する必要があることから、指定避難所、福祉避難所の資機材整備等に補助することにより、

「あらゆる人が避難しやすい避難所環境の確保」及び「発災時の早急な被災住民の生活環境の改善」

を図る。 

 

 ２ 事業の内容、実施の状況 

（１）市町村への補助事業  

 

区分 内容 予算額 

（前年度予算） 

補助率 

指定避難所生活環

境整備支援事業 

指定避難所での福祉スペース確保な

ど、要配慮者に対応するために必要な

資機材の整備について補助する。 

1,350千円 

（2,400千円） 
1/2 

(1ヶ所当たり150千

円を上限とする。) 

福祉避難所事前配

置資機材整備事業 

市町村が指定する福祉避難所に災害

時に必要な備品等を事前配置する市

町村に対して支援を行う。 

1,800千円 

（2,250千円） 

1/2 

(1ヶ所当たり150千

円を上限とする。) 

合計 
3,150千円 

（4,650千円） 
 

 

（２）避難訓練の実施 予算額：200千円（前年度予算：－円） …ボランティア保険代 

 これまで障がい児・者（医療的ケア）が参加する訓練経験が少なく、要配慮者が福祉避難所に避

難した場合の医療体制や必要な備品等(県､市町村備蓄)についての不安が大きいため、県と大学が

協力して訓練を行う。 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

  市町村への補助事業は継続して活用されており、要配慮者はもとより、住民の誰もが安心して避難

できる体制づくりが着実に進んでいる。 

  避難所に求められる環境、資機材及び備品等のニーズは、年々多様化しており、避難所の生活の質

の向上等について、市町村及び関係団体等と連携しながら推進していく必要がある。 
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（単位：千円） 

事   業   名 決算額 
財  源  内  訳 

国庫支出金 起 債 そ の 他 一般財源 

支え愛マップ作成推進事業 3,437    3,437 

将来ビジョン ３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

令和新時代創生戦略 大項目：２．人々の絆が結ばれた鳥取のまちに住む 鳥取＋住む 
中項目：（３）支え愛  小項目：④鳥取ならではの「防災文化づくり」 
ＳＤＧｓゴール：11 住み続けられるまちづくりを 

政策項目 安心新時代づくり 災害支援物資配送体制や支え愛マップ・福祉避難所 
・Ｎｅｔ１１９等を整備 

１ 事業の目的、概要 

鳥取県では鳥取県中部地震や平成２９年の豪雪時に人と人との絆を基調とした住民同士の助け

合い、支え合いが多く行われており、平成２９年度には鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例

に「支え愛避難所への支援」を明記するなど、「災害時支え愛活動」を推進している。 

  また、平成３０年７月豪雨や令和元年東日本台風でも地域の防災力の強化が被害の軽減につなが

ることが明らかになり、昨今の災害の頻発化もあり、その重要度は年々増している。 

  防災意識が高まっているこの時期を逃すことなく、市町村及び市町村社会福祉協議会を中心とし

た支え愛マップづくり(*)の推進を通じて、災害時の要支援者への支援を確保するとともに、災害

に強い地域づくりを推進する。 

(*)支え愛マップづくりとは、地域住民が主体となって、独居高齢者、要介護者及び障がい者など

の支援を要する者に対する災害時の避難支援の仕組みづくり。 

 

２ 事業の内容、実施の状況 

  支え愛マップづくり（促進事業）が３２地区、支え愛マップの更新や避難訓練の実施（ステップ

アップ事業）が８地区、住民組織間交流事業が３地区で、それぞれ取り組まれた。 

  また市町村等の人材育成研修は、６０人、住民向けの啓発研修は６回開催し、９５人が参加し、

支え愛マップづくりに関わる人材の育成を図ることができた。 

  避難所運営リーダー研修については、消防防災課の地域防災リーダースキルアップ研修と連携し

項目 区分 内容 事業主体 形態 
予算額 

(前年度予算) 
人材
活用 

防災士等の活
用 

「支え愛マップづくり」に取り組む自治会等へ助言な
どを行う専門家（防災士等）への謝金 

防災士等 補助 
400千円 

(400千円) 

災害
時の
要支
援者
対策 

要支援者対策
促進事業 

「支え愛マップづくり」に取り組む自治会等への助成 自治会等 補助 
1,500千円 
(1,500千円)

住民組織間交
流事業 

既に取り組んだ自治会等が他地区へ普及啓発する取組
への助成 

自治会等 補助 
60千円 

(60千円) 
ステップアッ
プ事業 

既に取り組んだ自治会等が仕組みづくりを具体化する
取組への助成 

自治会等 補助 
1,300千円 
(1,300千円) 

モデル事業 
支え愛マップづくりに加え、支え愛避難所の活用や避
難訓練などを通じた地域の支え愛活動への助成 

自治会等 補助 
150千円 
(150千円) 

関係者連絡会
開催事業 

知識向上及び先進的な取組、情報交換を図る等の連絡
会の開催 

県社協 補助 
750千円 
(750千円) 

活用事例集作
成事業 

先進的な取組や取組が活かされた事例の収集、事例集
作成 

県社協 補助 
100千円 
(100千円) 

(新規) 
個別支援計画
作成事業 

要配慮者の個別支援計画の作成を市町村の努力義務と
する方針で災害対策基本法の改正が検討されており、
市町村が福祉職等との連携して避難行動の支援が必要
な方々の避難体制を確立させるよう計画作成を支援 

市町村等 補助 
950千円 
(－千円) 

 

人材
育成 
等 

人材育成研修 
市町村社協、市町村職員等へのマップ作成支援能力の
向上研修の開催経費を県社協へ助成 

県社協 委託 
1,603千円 
(1,448千円) 

意識啓発研修 
活用事例や基礎知識を学び、マップ作成に取り組む地
域を増やす研修の開催経費を県社協へ助成 

県社協 委託 
446千円 
(451千円) 

避難所運営リ
ーダー研修 

地域の防災の担い手を「避難所運営リーダー」として
指導・育成する、市町村職員向け研修会も実施 

鳥取県 直営 
360千円 
(360千円)

ハザ
ード
の見
える 
化 

ハザード画
像の作成及
び浸水CG等
作成 

「支え愛マップづくり」に取り組む地域の浸水等画
像作成への助成及び浸水表示3Dハザードマップの制
作委託 

市町村社協 
民間委託 

補助 
委託 

完了 
(5,477千円) 

合 計 
7,619千円 

(11,996千円) 
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て実施した。県内の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、７月２４日にオンラインによ

る開催に変更し２０人が参加した。 

 

３ 事業成果（改善状況）・課題等 

  令和３年度に補助制度を活用して、支え愛マップづくりに取り組んだ地区（促進）は３２地区で

あったが、独自に支え愛マップづくりに取り組んだ地区が１６地区あり、独居の高齢者や障がい者

など、災害時に支援を要する者への避難支援の仕組みづくりが着実に進んでいる。 

  一方で、地域がハザード上になく防災意識の低い地区や、地域コミュニティが失われつつある地

区への意識の醸成、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、住民による話し合いを通じた支え

愛マップづくりに不安を感じている人が多いことなどから、有事に備えた体制づくりが進んでいな

い地区が多いことも課題である。 

  また、令和３年度には、日頃から要支援者の見守りなどを行っている民生委員に対し、啓発研修

を開催し、支え愛マップづくりへの理解が広がるよう努めたが、新たな地区の掘り起こしや、支え

愛マップを活用した避難訓練の取組みなどに繫がらなかった。 
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８　予備費の充用調べ
　　該当なし

９　現金の取扱状況
（１）現金取扱状況

該当なし

（２）つり銭の状況
該当なし

１０　財産に関する調べ
（１）公有財産

該当なし

（２）金券類の保有状況
　　ア　金券の保有状況
　　　　有　・　無

　　イ　タクシーチケットの保有状況
（令和４年３月３１日現在）

購入枚数 使用枚数及び金額
<鳥取ハイヤー共同組合>

1枚

20枚 0枚 2,630円 19枚

<JCBタクシーチケット>

4枚

66枚 0枚 23,280円 62枚

（３）基金
該当なし

（４）債権
該当なし

　　
１１　財産の貸付け及び使用許可調べ

（１）土地及び建物
該当なし

該当なし

１２　借受不動産明細調べ
　　該当なし

本年度中
本年度末未使用枚数前年度末未使用枚数

（２）物品（１品の取得価格が100万円以上のもの及び寄附受納時の評価額が
　　　　　　100万円以上のもの）
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１３　職員駐車場の管理状況調べ
（１）管理状況

　該当なし

（２）減免の考え方（減免を行った場合のみ）
　該当なし

（３）使用料の見直し
　該当なし

１４　寄附物件の受納状況調べ
　該当なし

１５　備品の処分状況調べ
　該当なし

１６　貸付金等状況調べ
（１）総括表

　該当なし

（２）償還状況
　該当なし

〇　意見、要望等
（１）業務に関する意見・要望等

　該当なし

（２）監査委員事務局に対する要望等
　該当なし
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